（様式１１）

助成業務実施体制表
１　会社名及び代表者

２　助成対象事業名

３　助成業務担当者

	氏　名
	所　属
	職　名
	業務細目

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


（注）担当者の追加、交代、離任等が合った場合は、速やかに変更届を行うこと。

	
	４　助成業務細目別実施期間

	
	業務細目
	助成対象期間（２１年６月１７日～２２年３月３１日）

	
	
	４

月
	５
月
	６
月
	７
月
	８
月
	９
月
	１０
月
	１１
月
	１２
月
	１
月
	２
月
	３
月

	
	
	
	
	　
	
	　
	
	　
	
	　
	
	　
	　

	
	
	
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	 
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


５　連絡窓口等（電話・ＦＡＸ・Ｅメールアドレス等）

（様式１２）

変更届出書

年   月   日

独立行政法人　情報通信研究機構  理事長 殿

住所 〒

氏名（団体の場合には、団体名及び代表者氏名） 印

（電話番号         －         －         ）

平成  年  月  日付で申請を行った身体障害者向け通信・放送役務提供・開発推進助成金交付申請書等関係書類の記入事項の一部変更について、下記のとおり届け出ます。

記

１．助成対象事業の名称

２．変更の内容（新旧対比のこと。）

３．変更の理由

４．変更が助成対象事業に及ぼす影響
（添付資料１）

助成対象事業成果報告書

	事業者名
	（助成金交付決定通知に記入された事業者名を記入すること）

	助成対象事業の名称
	（助成金交付決定通知に記入された助成対象事業の名称を記入すること）

	助成対象事業の概要
	（助成金交付決定通知に記入された助成対象事業の概要を記入すること）

	助成対象事業の成果
	（助成対象事業の成果を下記に基づき簡潔に記入すること。ただし、必要に応じて更に詳細な説明を求めることがある。）

１．専門外の者にも理解できるように平易に説明すること。

２．3頁以内の分量にすること。（2頁目以降はフリーフォーマット）

３．特に重要な用語には解説をつけること。

４．助成対象期間における役務提供及び開発の成果を記入することとし、今後の役務提供及び開発の計画（予定）についても簡潔に記入すること。

５．交付申請時に事業成果目標として記載した項目毎に、実施した内容、成果等を詳細且つ具体的に(定量的に記載できるものは定量的に)記載すること。






















































































































































































